（様式）

令和８年　月　日

内閣府政策統括官（防災担当）付
参事官（普及・防災教育・NPOボランティア担当）殿

自治体等の名称
代表者職名及び氏名

コミュニティ防災教育推進事業　提案書（応募申請書）

　令和８年度コミュニティ防災教育推進事業において、実施を希望しますので、次のとおり提案します。

１　事業者情報
	自治体等の名称
	※　自治体等の名称を記載

	代表者職名及び氏名
	※　自治体等の代表者の職名及び氏名を記載

	主たる所在地
（本部の所在地）
	※自治体等の主たる所在地の住所を記載
〒


	担当者の連絡先
(連絡窓口)
	※　担当者の所属部局、職名氏名、連絡先を記載

	連携・協力して取り組む団体等の名称及び担当者の連絡先、連携・協力の観点
（自治体を中心とし
て構成される協議会
等として応募する場
合は、協議会等の成
団体を記載する。）
モデル地域の概要　　

	※　本事業に連携・協力して取り組む団体等について、その名称、担当者の所属部局、職名氏名、連絡先を記載
※　連携・協力の観点を具体的に記載
※　協議会等として申請する場合は、参画する自治体の役職（代表又は監事役等）を記載




※コミュニティ防災教育実践活動を展開する「モデル地域」の概要について記載する
こと。
※実践活動への参加者の属性、参加予定者数、災害リスクの状況、実践活動を担う地
域団体の特性など、コミュニティ防災教育実践活動に関係する情報を積極的に記載
すること。


※　上記項目について、必要に応じ参考資料や補足資料を添付して差し支えない。参考資料や補足資
料は PowerPoint など任意の様式で可。（その場合は、当該項目の記入欄に参考資料が添付されていることを記載すること。）
※　任意の様式を使用する場合も、用紙サイズはＡ４判とする。


２　令和８年度コミュニティ防災教育推進事業で取り組む事業内容

	（１）事業名
	※　事業内容を簡潔に示す事業名を付すこと。

	（２）事業内容
	※　取組の重点や特長がわかるよう、事業の実施内容や実施方法、課題設定等を具体的に記載すること。

	（３）連携・協力体制
　　（自治体の役割を
含む。）
	※　防災教育に地域全体（コミュニティ）で取り組むための連携・協力体制（参加主体等）について具体的に記載すること。また、本事業で取り組むコミュニティ防災教育実践活動の範囲（対象）について、可能な限り具体的に記載すること。（範囲の記載方法は任意とするが、活動地域の範囲がイメージできるよう、より具体的な記載に留意すること。）
※　本事業の趣旨を踏まえ、自治体が担う役割を明確に記載すること。

	（４）事業による効果及び効果検証


（５）事業終了後の継続的な予算・人員確保の計画

	※　本事業を通じてコミュニティ防災教育を実施することにより、期待される効果を具体的に記載すること。
※　当該効果の検証方法（手法、指標など）について具体的に記載するとともに、本事業における検証計画について記載すること。
※　本事業終了後の取組の実施スキームについて、予算面、人員面の観点から、可能な範囲で具体的に提案すること。
※　本事業終了後においても、コミュニティ防災教育実践活動を継続することを要件とする。

	（６）事業実施
スケジュール
	※　実施時期（スケジュール）について、簡略に記載する。
　　書き方例：●月下旬　　×××会議の開催①
●月初旬　　〇〇〇等と打ち合わせを行い、事業の実施について、具体的内容を決定
●月中旬～　コミュニティ防災教育実践活動を実施①
▲月上旬　　×××会議の開催②
▲月中旬　　内閣府又は内閣府が指定する民間事業者に中間報告を
実施
▲月下旬～　コミュニティ防災教育実践活動を実施②
■月上旬　　振り返りを実施し、成果報告書を作成
■月中旬　　×××会議の開催③
■月下旬　　内閣府又は内閣府が指定する民間事業者等に成果報告書を提出

	（６）特記事項、モデル性、アピールポイント等
	※　他の自治体等が参考とできるようなモデル性等、特記する事項や、特筆してアピールしたいポイントを記載すること。


※　上記項目について、必要に応じ参考資料や補足資料を添付して差し支えない。参考資料はPowerPointなど任意の様式で可。（その場合は、当該項目の記入欄に参考資料が添付されていることを記載すること。
※　任意の様式を使用する場合も、用紙サイズはＡ４判とする。















３　経費概要
	事業費区分
	金額
	備考

	諸謝金
	円
	

	旅費
	円
	

	人件費
	円
	

	借料
	円
	

	印刷製本費
	円
	

	会場費
	円
	

	雑役務費（消耗品含む）
	円
	

	合計
	円
	


　　※上記「事業費区分」ごとに、事業実施に必要な経費金額を記載し、「備考」欄に具体的な
用途（目的）及び金額内訳（積算）を記載すること。記載に当たっては、消費税額を確
認できるよう、記載方法を工夫すること。
　※各経費の計上については、「（別紙）経費計上の留意事項等」等を参照の上作成するこ
と。
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